
別記第１号様式

※ 必須 令和 年 月 日

　【規約第４条第１項第１号関係】　

①省エネ・再エネ住宅に関する普及啓発活動（セミナー開催、パンフレット作成等）

　実施している 　実施予定

②省エネ・再エネ住宅に関する相談窓口等の設置

　実施している 　実施予定

※窓口を設置している場合はご記載ください。

③省エネ・再エネ住宅に関する技術力向上に関する活動

　実施している 　実施予定

④環境に配慮した住宅市街地の形成に関する活動（例：国産木材の活用、無電柱化の推進など）

　実施している 　実施予定

※具体的な実施内容又は実施予定内容をご記載ください。

⑤その他　

相談窓口の連絡先

相談窓口の名称 〇〇〇〇〇リフォーム相談窓口

（TEL）　００－００００－００００

（URL）　http://www.xxxx.jp

（MAIL）　xxxxxx@xxx.jp

団体名 （〇〇〇〇法人）　〇〇〇〇〇〇〇〇

代表者名 〇〇　〇〇

東京都 省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム登録申込書

申請日 〇 〇 〇

　当団体は、「東京都 省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム規約」（以下「規約」という。）第４条第１項の要件を満
たし、かつ、第２項に規定する団体に該当しない者であり、本規約の内容に同意し、「東京都 省エネ・再エネ住宅推
進プラットフォーム」への登録申込書を提出します。

〒〇〇〇―〇〇〇〇

所在地

東京都○○区○○１－１－１

（例）省エネ・再エネ住宅の普及に関する計画等を制定し、広く都民へ公開

　貴団体で実施している（予定含む）取組・活動内容について、チェックを入れてください（複数回答可）。
　なお、登録要件を満たすためには、①～④いずれか１つ以上の取組・活動内容について、「実施している」または
「実施予定」にチェックしていただく、または「⑤その他」に取組・活動内容を記載してしていただくことが必要となりま
す。

１．団体の情報 ※必須

２．団体の取組・活動内容 【変更届出書（別記第３号様式）による変更の申請は不要】 ※必須

今後、設置する予定（現時点では未設置）の場

合は、未記入で構いません。

実施しておらず、今後、実施する予定もない取

組・活動内容には、チェック不要です。



　【規約第４条第１項第２号関係】　

電話又はメールアドレスのいずれかの回答は必須（両方ある場合には、両方を回答）

※上記についてＨＰ等に記載がある場合は、該当ページのURLを記載ください。

①団体が実施する事業や活動をプラットフォームで紹介（会議体、ＨＰ、ＳＮＳ等）することの可否

協力・検討可能 協力は難しい

②メールマガジン

  配信の希望 受け取る 受け取らない

  メールアドレス ※「受け取る」を選択した場合は、受信アドレスを記載してください。

③ポスター・チラシ

　省エネ・再エネ住宅普及促進のためのポスター・チラシの掲出・配布可否

掲出・配布・検討可能

掲出・配布は難しい

   　都や参加団体等から紹介された

   　プラットフォームの活動（普及啓発活動等）を見た・聞いた

 　　プラットフォームのホームページ（SNS含む）を見た

 その他

団体HP

※プラットフォームのホームページにて、リンクを掲載させていただきます。
※団体HPのトップページのリンク先をお願い致します。

http://www.xxxx.jp

担当者名 〇〇　〇〇

xxxxxx@xxx.jp

（具体的な掲出・配布場所）

（例）相談窓口、エントランス・ロビー

００－００００－００００

xxxxxx@xxx.jp

（TEL）

（MAIL）

参考ＵＲＬ http://www.xxxx.jp

所属部署 〇〇〇部〇〇〇課〇〇〇担当

連絡先

（TEL）　００－００００－００００

（MAIL）　xxxxxx@xxx.jp

５．プラットフォームに関する情報発信 【変更届出書による変更の申請は不要】 ※任意

３．団体が自ら実施する事業や活動に関する相談等の対応体制（連絡先） ※必須

６．プラットフォームを知ったきっかけ（複数回答可） 【変更届出書による変更の申請は不要】 ※任意

４．担当者連絡先等 【変更届出書による変更の申請は不要】 ※必須

第３号様式（変更届出書）による変更の申請は、

不要ですが、変更があった場合には、メール等

により、事務局へ連絡してください。
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